
 

経  営  方  針 
 

(1)会社経営の基本方針 

  当社は、創業以来、「人々の暮らしの向上と世界文化の進展に寄与する」という企業とし

ての社会的使命をすべての活動の指針として、事業を進めてまいりました。当社は、社会

の公器として、すべてのステークホルダーとの関係を重視した経営を行っております。 

 

(2)会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、創業以来一貫して、株主に対する利益還元を最も重要な政策のひとつと考えて

経営にあたってまいりました。配当については、２００４年度より中期成長戦略の実行と

併せ、業績に応じたより積極的な株主還元を実施しています。 

具体的には、連結キャッシュフローをベースに、「配当」と「自己株式取得」による総合

的な株主還元を実施しています。 

① 配当：株主からの投下資本に対するリターンとの見地から、連結業績に応じた利益配

分を基本とします。中期成長戦略の実現や投資水準、財務状況を総合的に勘案した安

定的かつ継続的な株主還元の増加をめざします。 

② 自己株式取得：余剰キャッシュフローを用いた自己株式取得により、発行済株式総数

を実質的に削減し、１株当たり株主価値の向上を通じた株主還元を行います。 

上記の株主還元方針に基づき、２００６年度の中間配当金につきましては、２００５年

度中間配当金の１株当たり１０円から１５円に増配し、期末配当金につきましても

２００５年度期末配当金の１株当たり１０円から１５円に増配する予定です。この結果、

年間配当金は１株当たり３０円となる見込みです。 

自己株式取得につきましては、取得する株式（普通株式）５,０００万株、株式取得価額

の総額１,０００億円をそれぞれ上限とし、２００７年３月下旬までの期間に実施してまい

ります。 

 

(3)投資単位の引下げに関する考え方および方針等 

  当社は、これまで投資単位の引下げについて継続して検討しておりますが、当社にとっ

てこれは現時点では時期尚早と考えております。当社は、個人金融資産の資本市場への参

加増大は非常に重要であると認識しており、ホームページや営業報告書の内容の充実を図

り、株主総会の運営方法に工夫を凝らすなど、株式の発行体という立場から、個人株主を

意識した施策を適宜検討・実施してまいりました。投資単位の引下げは、個人株主の裾野

を広げる意味で有効な施策のひとつであると理解しており、今後とも、その実効性や効果

について鋭意検討してまいります。 

 
(4)会社の経営戦略と対処すべき課題 

 当社は、最先端の技術で「ユビキタスネットワーク社会の実現」と「地球環境との共存」

に貢献するという事業ビジョンを掲げ、２０１０年にグローバルエクセレンスへと飛躍す

ることをめざしています。２００６年度は、電機業界全体の競争激化や世界的なデジタル

商品の価格下落に加え、原材料価格の高騰など厳しい経営環境が続いていますが、３ヵ年



 

中期計画「躍進２１計画」の総仕上げの年であり、計画必達に向け、成長戦略の加速と経

営体質のさらなる強化に向けた施策を実施しています。 

＜２００６年度の主な取り組み＞ 

１．「Ｖ商品」 

 「ブラックボックス技術」「ユニバーサルデザイン」「環境への配慮」を重視した「Ｖ

商品」は成長戦略の核であり、２００６年度は合計８２品目で約１兆８,０００億円の売

上をめざしています。当中間期は薄型テレビ、デジタルカメラなどが好調に推移し、約

７,７５０億円の売上を達成することができました。今後も、引き続き「Ｖ商品」の機能

や特長を徹底して訴求するべく、宣伝告知の面での取り組みを強化します。さらに、世

界同時発売・垂直立ち上げについても、対象商品、対象地域の両面から拡大強化を図っ

ています。 

２．投資戦略 
 デジタル商品の基幹デバイスである最先端システムＬＳＩなどの半導体や、グローバ

ルに需要拡大が見込まれるプラズマテレビなど、引き続き、戦略分野に集中して投資を

行います。プラズマディスプレイパネル（ＰＤＰ）については、２００７年度の稼動を

めざして、尼崎工場の敷地内に世界最大級となる国内第４工場を建設しています。これ

により、２００８年度には年産１,１５０万台体制を実現し、グローバル需要の急速な拡

大に対応します。 

３．海外戦略 
 海外事業は、全社の「成長エンジン」との位置付けで強化を進めています。地域や国

ごとに重点的に取り組むべき商品や販売ルートを決め、経営資源を集中投下します。ま

た、欧米だけでなく世界の成長市場である中国・ロシアなどを中心に、営業体制の強化

を図り、増販に努めてまいります。 

４．経営体質の強化 

 ２００５年度に｢Ｎｅｘｔセル生産革新プロジェクト｣を立ち上げ、俊敏な生産体制構

築に取り組んでいますが、２００６年度はＩＴを駆使した取り組みをさらに積極的に進

め、大幅な工場在庫削減を推進します。また、コストバスターズ活動により、事業のあ

らゆる面でムダを徹底的に排除し、収益力の向上を図ります。 

５．松下電工㈱との協業 

 松下電工㈱との協業は、デバイスやブラックボックス技術の融合、相互の販売ルート

の徹底活用、海外事業での取り組み強化など、協業をさらに深め、大きな成果の創出に

つなげます。 

 

(5)親会社等に関する事項 

 当社には、親会社等はありません。 
 


